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大滝ダムの建設に関する基本計画

（ 第 ５ 回 変 更 ） に つ い て



大滝ダムの建設に関する基本計画（第５回変更）について

Ⅰ．基本計画変更内容（案）

１．建設に要する費用及びその負担に関する事項

建設に要する費用の概算額

現事業費の約３，２１０億円を約３，４８０億円に変更。

２．工 期

「昭和３７年度から平成１４年度までの予定」を「昭和３７年度から
平成２１年度までの予定」に変更。



Ⅱ．基本計画変更概要（案）

１．事業費変更概要

今回の事業費変更により増額となる２７０億円の内訳及び変更の概要については、

以下のとおりである。

（単位：億円）

事 業 費 増減額の内訳
変 更 項 目 変 更 の 概 要

前 回 変 更 増 減 額
事 業 費 事 業 費

１地すべり対策 ２９０ ５１４ ２２４.

・平成１５年４月に発生した白
地すべり対策の ２９０ ５１４ ２２４ 屋地区地すべりに伴う地すべ

追加増 り対策費の追加
・地すべり範囲及び緩み域内に工 事 費 135
おける家屋等の移転補償費の２２４億の 用地及び補償費 50
追加による増加内 訳 測量及び試験費 17

22その他

２建設中のダムの維持費 ０ ４６ ４６.

・地すべり対策工施工によるダ
ダムの維持費の ０ ４６ ４６ ム運用の遅れによるダム維持

新規追加 費の増加。

合 計 ２７０

※工費縮減、工期短縮について努力する。

２．工 期

今回の基本計画変更により変更となる工期及び今後のスケジュールは以下のとお

りである。

大滝ダム建設事業 工程表
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地すべり対策工

用地交渉

建設中のダムの維持

ダム運用

平成２０年度 平成２１年度平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度平成１５年度

試験湛水

検討





（国費率７０％：地方負担率３０％）※④ ※＜＞内は平成16年度国費引上げ率
＜国費率７９．１％：地方負担率２０．９％＞ 　にて試算した場合

＜奈良県１．１３＞※⑤

（奈良県３１．５％：和歌山県６８．５％）

※③

（国費率７０％：地方負担率３０％）※④ ※＜＞内は平成16年度国費引上げ率
＜国費率８４．７％：地方負担率１５．３％＞ 　にて試算した場合

＜和歌山県１．２１＞※⑤

※国の負担率は全体額の内　（１７．４７％＋３７．９８％＝５５．４５％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　＜１９．７４％＋４５．９５％＝６５．６９％＞

（上水：4.47%）

（工水：1.48%）

①大滝ダム追加事業費（第５回変更）
②③基本計画及び治水負担による負担率
④河川法第６０条１項による負担率
⑤後進地域の開発に関する国の負担割合
　の特例に関する法律の引上率（毎年決定）

治水（７９．２％）

全体　（１００％）

発電（０．５％）　　　最大出力１０，６００ＫＷ

和歌山県（５４．２５％）

奈良県（１０．１５％）

利水（２０．３％）

和歌山県（１０．１５％）

和歌山県（１．３０％）

和歌山市（５．９５％）

国（１７．４７％）＜１９．７４％＞

橋本市（２．９０％）

和歌山県（１６．２７％）＜８．３０％＞

大　滝　ダ　ム　建　設　事　業　負　担　割　合　表

奈良県（２４．９５％）

奈良県（７．４８％）＜５．２１％＞

※①

国（３７．９８％）＜４５．９５％＞

※②




